
Ａ－ ９ 山口県空き家相談体制整備事業 

事業主体 山口県ゆとりある住生活推進協議会 

対象地域 山口県 

事業概要 

・山口県全域を対象とした空き家管理等の相談及び診断体制を県、建築士会、 

建築住宅センター、宅地建物取引業協会等と連携して整備。 

・相談窓口 1 箇所（県のきらめき住まいづくりセンター）で全県の相談に対応。 

相談体制件数の目標 
空き家所有者本人及び 

その家族等からの相談件数 

空き家利用希望者 

からの相談件数 
合計 

平成 25 年度の実績 
５７５件（市町の相談実績） 

０件（本事業相談窓口） 

５７５件 

０件 

本事業期間内の成果 

（H27 年 2 月 27 日時点） 
４２件（本事業相談窓口） ６件（本事業相談窓口） ４８件 

 

１．事業の背景と目的 

「平成 25年住宅・土地統計調査」（総務省統計局）によると、山口県の空き家総数は 114,400件(空

き家率 16.2％)、この内、その他の住宅の件数は 62,900 件(その他空き家率 8.9％)と高く、過去最高

の値となっている。こうした中、適切な管理が行き届かない空き家は、防災、防犯、衛生、景観等に

悪影響を与え、地域住民の生活環境を悪化させる深刻な問題となっている。空き家の適切な管理は所

有者の責任で行う必要があることは言うまでもないが、対策については県内 19 市町のうち 13 市町が

空き家条例を定める他、16市町が空き家バンク等を活用し流通に努めている。 

こうした従来の空き家対策に加え、予防的措置として、適切な管理が行き届かない空き家を未然に

防止することが課題となっていた。空き家所有者、将来の空き家所有者に対し、空き家問題の啓発・

適切な管理のアドバイスを行っていくことは予防の有効な手段の一つであると考えられ、空き家の相

談体制を整備し、利活用や解体等を含めた適切な管理の啓発やアドバイスを実施し、問題解決の一翼

を担うこととした。 

空き家問題は幅広い分野の協力が必要であることから、山口県と県内の住宅に関連する 21団体（建

築士会、宅建協会等）から構成する「山口県ゆとりある住生活推進協議会」が事業主体となり、空き

家所有者等を対象とした相談窓口を設置することを目的とする「山口県空き家相談体制整備事業」を

実施することとした。 

 

２．事業の内容 

平成 25 年度事業で設置した、「山口県空き家相談窓口検討委員会」において引き続き事業を行い、

蓄積された経験を活かすこととした。 

委員会は、一般社団法人山口県建築士会を事務局、至誠館大学 東 孝次 准教授を座長、建築士（7

名）及び県職員（3名）を委員とした。 

 

委員会の所掌 

・相談マニュアルの作成に関すること 

・調査マニュアルの作成に関すること 

・その他空き家相談について必要な事 

項に関すること 

写真１ 検討委員会 
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（１）事業の概要 

   事業の概要は以下のとおり。 

 

①相談業務に必要とな

る基礎情報調査 

仏壇、神棚の処分方法、廃棄物の処分先について情報を整理 

空き家等の所有者が空き家を利活用する際の事前準備書面の作成 

売買や賃貸、相続等の各種手続き費用・税金等の経費等に関する

情報整理 

②相談員の研修・育成 相談マニュアルの見直しと研修会の実施 

市町村担当部局への情報提供 

③空き家等の所有者へ

の情報提供に資する資

料等の作成 

空き家等所有者向けパンフレットの作成 

④相談事業の実施 山口県の「きらめき住まいづくりセンター」において実施 

山口県ゆとりある住生活協議会が開催している住宅フェア（年 1

回）において出張相談 

多様な手段で広報の実施 

⑤空き家等の診断、調査

体制の整備 

現地相談に対応する調査マニュアルを作成 

実地調査を実施し、マニュアルの有効性を確認 

 

 

（２）事業の手順 

交付決定（6月 2日）から事業終了までの間の事業の内容と手順を以下のように進めた。 

 

 

対象事業 細項目 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

地域のサービス提供事業者の実態把握に係る調査

空き家等の所有者が管理等に取り組む際の留意点等
の把握

相談マニュアルの改訂

空き家相談員・調査員にかかる研修

市町の空き家対策担当課への情報提供

③ 空き家等の所
有者への情報提供
に資する資料等の
作成

パンフレットの作成

相談窓口での対応

相談会の開催

ホームページの作成

⑤診断・調査体制
の整備

建物の調査（内部）マニュアルの作成

④相談事務の実施

① 相談業務に必
要となる基礎情報
調査

② 相談員の研修・
育成

デザイン検討

印刷

配布
調査内容検討 印刷

整理・修正

相談マニュアル研修 調査マニュアル研修

相談マニュアル提供

内容検討

実地調査

住宅フェアにおける
相談会

専門相談会

●●

連携協議

●
内容修正

●
配布

●

●

印刷・配布
●

情報収集

情報収集

●

● ● ● ● ● ● ● ●

 

 

図１ 事業実施工程（実績） 
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（３）事業内容 

１）相談業務に必要となる基礎情報調査 

 ①地域のサービス提供事業者の実態把握に係る調査 

仏壇、神棚に関する一般的な処分方法について情報を収集・整理した。 

処分先となる寺社仏閣、仏壇店（該当合計 1,863件）については、一部リスト化は行ったが、

インターネット検索等で地域等の絞り込みも可能なため、原則的にはインターネットでの情報

を活用することとした。 

廃棄物の処分に関しては、市町による一般的なごみ処理のほか、家電やパソコンのリサイク

ルについて整理した。 

 

 

 

 

図２ 相談マニュアル抜粋（処分関係） 
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なお、各市町の情報についてはそれぞれで個別に取りまとめ、情報の更新時に、簡易に照会

が行えるよう整理している。また、関連する要綱やパンフレット等は別冊に取りまとめた。 

各市町において整理している内容は以下のとおり。 

① 公式ＷＥＢサイト 

② 空き家に関連する情報 

③ ごみ収集に関する情報 

④ 税金に関する情報 

⑤ 相談窓口 

⑥ 国の補助制度 

⑦ その他の住宅リフォーム支援制度 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②空き家等の所有者が管理等に取り組む際の留意点等の把握 

売買や賃貸、相続等の各種手続き費用・税金等に関する情報を整理した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 相談マニュアル抜粋（市町情報関係） 

図４ 相談マニュアル抜粋（関連手続き等） 
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関連手続き等を整理する中で、情報を抽出し、空き家等の所有者が利活用等を考える際活用

できる事前準備書面の作成を行った。 

 

 

 

図５ 事前準備書面 
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２）相談員の研修・育成 

①相談マニュアルの見直しと研修会の実施 

  相談マニュアルについては本年度事業において調査した基礎情報を追加し、昨年度より検

討していた窓口の開設場所を、既存の県住宅相談窓口である「きらめき住まいづくりセンタ

ー」としたことに伴い、相談体制の役割等に修正を加えた。 

   

相談マニュアルの内容については以下のとおり。 

 

●本編 目次 

 

１．山口県の空き家相談体制整備事業の概要 ·············· 1 

 

２．空き家相談窓口の体制 

（１）県、市町、関連団体の役割分担 ·················· 10 

（２）相談窓口の連携について ····················· 11 

（３）市町の相談窓口の役割 ····················· 12 

（４）相談対応（今後の予定） ····················· 13 

 

３．空き家相談の流れ 

（１）本事業で新設する相談窓口の役割 ················ 14 

（２）関連団体との協力について ···················· 14 

（３）相談の流れ ··························· 15 

 

４．Ｑ＆Ａ 

（１）相談窓口について ························ 19 

（２）全般的な相談 ·························· 19 

（３）利活用に関する相談 ······················· 20 

（４）適正管理に関する相談 ······················ 25 

（５）解体除却に関する相談 ······················ 27 

 

●資料編 目次 

 

１．空き家関連法令 ······················ 資料編- 1 

 

２．市町の相談窓口一覧表 ··················· 資料編- 7 

 

３．空き家管理条例の制定状況 ················· 資料編- 9 

 

４．空き家関連の支援制度 

（１）空き家対策に活用できる支援制度 ··········· 資料編-10 

（２）山口県の助成制度 ·················· 資料編-14 
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５．所有者が管理や利活用に取り組む際の留意点 

（１）解体工事 ······················ 資料編-15 

（２）家財を預ける～トランクルーム～ ··········· 資料編-20 

（３）家財を処分する ··················· 資料編-22 

（４）賃貸する ······················ 資料編-24 

（５）売却する ······················ 資料編-27 

 

６．空き家に関連する諸手続き・税金等 

（１）住宅の相続や売却に係る税金 ············· 資料編-29 

（２）固定資産税・都市計画税 ··············· 資料編-31 

（３）不動産登記 ····················· 資料編-32 

 

７．関連団体との協力体制 

（１）山口県宅地建物取引業協会 ·············· 資料編-34 

（２）山口県建築士会 ··················· 資料編-35 

（３）山口県建築士事務所協会 ··············· 資料編-35 

 

８．市町の情報（関連情報、助成制度等） ············ 資料編-36 

①下関市 36 

②宇部市 38 

③山口市 40 

④萩市 42 

⑤防府市 44 

⑥下松市 46 

⑦岩国市 48 

⑧光市 50 

⑨長門市 52 

⑩柳井市 54 

⑪美祢市 56 

⑫周南市 58 

⑬山陽小野田市 60 

⑭周防大島町 62 

⑮和木町 64 

⑯上関町 66 

⑰田布施町 68 

⑱平生町 70 

⑲阿武町 72 

 

 

９．関連サービス業者の情報 

（１）管理代行サービス ·················· 資料編-74 

（２）解体業者一覧表 ··················· 資料編-78 

（３）神社一覧表 ····················· 資料編-89 

（４）古民家再生に取り組んでいる団体 ··········· 資料編-95 

 

 

相談員の研修については、相談員を検討委員会委員としたため、定例で開催した検討委員

会を活用し、知識の習得に努めた。 

 

検討委員会の開催実績は以下に示すとおり。 

第１回 6/11 平成 26年度事業の確認、事業内容、役割分担の確認 

第２回 7/2 パンフレット検討、調査体制、調査内容の検討 

第３回 8/6 パンフレット検討  

第４回 9/3 パンフレット検討 、相談マニュアル検討・研修 

第５回 11/5 調査マニュアルに関する検討 

第６回 12/3 調査マニュアルに関する検討、現地調査による検証 

第７回 2/4 相談・調査マニュアル関係研修 
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②市町村担当部局への情報提供 

各市町担当部局への情報提供は県を通じて実施している。 

各市町の空き家対策担当者に対し、県の相談体制や相談マニュアルについて説明を実施し、

情報提供を行った。 

 

３）空き家等の所有者への情報提供に資する資料等の作成 

 ①空き家等所有者向けパンフレットの作成 

      内容については専門用語の使用は避け、わかりやすい内容となるよう努めた。 

      インターネット経由のプリントアウトや、今後の印刷について汎用性を配慮し、複数ペー

ジの構成は避けＡ３表裏とし、７０％縮小時に判読可能となるよう作成している。 

パンフレットは２種類を作成、内容は以下のとおり。 

 

 

 住宅をお持ちのみなさまへ（図６ パンフレット 1表裏、図７ パンフレット 1中） 

将来、多くの人に空き家を所有する可能性がある。表現は住宅所有者に向けてとなってい

るが、対象となる相手は不特定と想定し作成した。 

まず、空き家の放置が非常に迷惑な行為であることを明示し、広く啓発することを目的と

している。さらに、空き家の活用方法や事例、空き家に関するＱ＆Ａ等掲載し、空き家問題

啓発の効果を期待している。 

 

 

 空き家のお手入れやっちょる～？ 

（図８ パンフレット 2表裏、図９ パンフレット 2 中） 

既に空き家を所有または近い将来空き家を所有する人を対象と想定し作成した。 

住宅の自己診断を行うためのチェックリスト、管理に関する情報を掲載し、適正な管理を

啓発し、管理の実施を促すことを目的とした。 

なお、空き家は、立地状況、老朽度等、様々な空き家の状態が想定される。検討当初、管

理の具体的頻度を明示することとしていたが、数字の一人歩きが弊害となることも予想され

たため、管理頻度等の明示は避けた。 
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図６ パンフレット 1表裏 

図７ パンフレット 1中 
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図８ パンフレット 2表裏 

図９ パンフレット 2中 
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作成したパンフレットは

市町担当部局に配布したほ

か、山口県の出先機関を通じ、

東京・大阪方面の県出身者へ

配布を行うことで啓発に努

めた。また、県ホームページ

に掲載を行うことで広く公

表される効果を期待してい

る。 

データはＰＤＦデータで

閲覧、ダウンロード可能とし

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.pref.yamaguchi.lg.jp/cms/a18900/ijikanri/201408140001.html 

 

４）相談事業の実施 

①相談事業の実施 

10月 2日より、山口県の「きらめき住まいづくりセンター」において相談事業を実施した。

常駐職員の空き家相談対応に加え、月 2回程度、空き家専門の相談を実施、(一社)山口県建

築士会会員及び(一社)山口県宅建協会会員を相談員として派遣し、電話・面談等による相談

に対応した。なお、立ち上げ当初は、県職員も相談に対応した。 

 

本相談窓口は、利活用や解体等を含めた適切な管理のアドバイス等を目的としており、近

隣からの適切な管理が行き届かない空き家に対する苦情や通報等は対象としていない。苦情

や通報等は、市町における空き家対策に直接関係することから、市町において対応すること

となる。市町の対応部署については、調整済みであり、可能な限りの相談対応を行った後、

対応部署の紹介を行う。 

また、業者紹介等の紹介・斡旋はできないが、業者選定の際の注意点等、相談に応じたア

ドバイスをすることとしている。 

図１０ ホームページ 
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※きらめき住まいづくりセンター 

山口県が設置し、平成 14年より実施 

○常駐職員による住宅相談        午後 1時～午後 4時（月、火、木、金、土） 

[ただし、祝日・休日、盆・年末年始は休館] 

○建築士による専門的な相談       週１回 

○弁護士による法律相談         月１回 

     ●空き家相談（建築士会、宅建協会会員） 月 2回 

          ○：既存の相談体制  ●：本事業で実施した相談体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談はあらかじめ作成したヒアリングシートを活用し実施した。 

ヒアリングシートの活用は、単純な相談記録という目的のほか、複数の相談員の間で情報の共

有を図り、相談対応のバラツキを防ぐことや情報を蓄積し相談対応の質の底上げを図ることが目

的である。 

また次年度以降、空き家現地で建物の状態等を確認しながら、所有者等からの相談に対応する

現地相談の実施を検討しているが、これを実施した際の引き継ぎ資料となるよう考えている。 

 

図１１ 相談体制フロー 

県 住宅相談窓口 

きらめき住まいづくりセンター 

（県葵庁舎） 

各市町 

空き家対策

担当課 

連携 
相談員 

の派遣 

維持管理・利活用・除却 

空き家相談者 

調査員の派遣(予定) 

設置 (

一
社)

山
口
県
建
築
士
会 

(

一
社)

山
口
県
宅
地
建
物
取
引
業
協
会 

情報提供 

特定空家 

山口県 
連携 

写真２ 相談窓口外観 写真３ 相談窓口内部 写真４ 相談窓口内部 
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図１２ 相談ヒアリングシート 
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相談件数は全体で 48 件、相談者は空き家所有者とその関係者が多く、空き家利用希望者から

の相談は少なかった。 

 

表１ 相談者及び相談内容別・相談方法別の相談件数   

集計開始時期：平成 26年 10 月 2日 

 
相談方法 

電 話 メール 来 訪 相談会 その他※4 計 

空

き

家

所

有

者

本

人 

管 理 2   1  3 

売 買 3  1   4 

賃 貸 2     2 

解 体 2     2 

上記以外※2 1   1  2 

複 合※3 5  1   6 

小 計 15  2 2  19 

所

有

者

本

人

以

外 
※1 

管 理 1     1 

売 買 4  2   6 

賃 貸   1   1 

解 体 3     3 

上記以外※2 2     2 

複 合※3 7  2 1  10 

小 計 17  5 1  23 

空

き

家

利

用

希

望

者 

管 理      0 

売 買      0 

賃 貸 3  2 1  6 

解 体      0 

上記以外※2      0 

複 合※3      0 

小 計 3  2 1  6 

合 

 

計 

管 理 3   1  4 

売 買 7  3   10 

賃 貸 5  3 1  9 

解 体 5     5 

上記以外※2 3   1  4 

複 合※3 12  3 1  16 

計 35  9 4  48 

※1：空き家所有者の親族や、成年後見人など空き家所有者の空き家の管理業務に密接に関係している者 

※2：相続や税相談など、空き家の管理、売買、賃貸、解体以外の相談 

※3：空き家の管理のみの相談ではなく、例えば将来の売買相談とそれまでの管理相談など、複数の項目に係

る相談。 

※4：電話、メール、来訪、相談会以外の相談方法 
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相談方法については、電話相談が多く、メールによる問い合わせは無かった。 

来訪は、県中部（山口・防府市）在住者の割合が大部分であった。相談窓口が山口市１か所で

あることから、相談窓口との距離が大きく影響していると思われる。県央部に限れば電話と来訪

の比率はおおよそ 2：1 であった。電話相談者の在住地は大きな偏りはないと思われるが、県外

からの相談件数が 2割を超えた。 

 

 

 

 

相談内容については売買に関するもので、財産を処分したいという相談が多く、売却の方法な

どの提示により解決することも多かった。しかしながら、都市計画法、農地法、建築基準法など

法的な規制により、すでに空き家バンク等も含め手を尽くしたが売買が困難であるケースもあり、

こうした物件については適正な管理について啓発するほかなく、対応に苦慮した。 

賃貸に関する内容は、空き家斡旋を求めての問い合わせであり、解体に関しては補助制度の問

い合わせが多かった。 

 

 

 

 

また、相続や成年後見人制度、親族間での諸問題に関する相談へ発展するケースも多く、幅広

い知識が必要となった。 

 

図１３ 電話相談者の所在地属性 

図１４ 相談内容 
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②窓口の周知及び出前相談開催 

山口県ゆとりある住生活協議会が開催している、やまぐち住宅フェア（10月 4日、5日）に

おいて出張相談・広報活動を実施した。 

2日間で 4件と件数は少なかったが、作成したパンフレットを配布し啓発に努めた。 

 

 

  

 

 

相談者が相談窓口等を知った方法については以下に示すとおり。 

 

表２ 相談者が相談窓口等を知った方法 

集計開始時期：平成 26年 10 月 2日 

 

相談者 

の内訳 

具体的な方法 

事業主

体等の

ホーム

ページ 

窓口周

知チラ

シ、パ

ンフレ

ット 

都道府

県・市

町村の

広報誌 

都道府

県・市

町村窓

口から

の紹介 

連携団

体から

の紹介 

開催し

た空き

家セミ

ナー、

勉強会

等 

新聞・

雑誌・

テレビ

等のメ

ディア

情報 

その他
※1 

合計 

相

談

窓

口 

都道府県

内在住者 
2 1 4 3   25  35 

都道府県

外在住者 
6   3     9 

計 8 1 4 6   25  44 

出

前

相

談

会

等 

都道府県

内在住者 
     4   4 

都道府県

外在住者 
        0 

計      4   4 

 

 

 

 

写真５ 住宅フェア 
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県内在住者に限れば、テレビ・新聞での認知が一番高い。 

     広報紙への掲載も効果的であった。 

 

 

 

 

県外在住者に限れば、ＨＰより情報を入手している。 

     市町の窓口から紹介を受けた相談者は県内外問わず多い。 

 

 

 

 

また、事業の実数には上がっていないが、相談窓口へ近隣に対する苦情も相当数あった。ま

た、県の担当部局へ直接電話相談がかかるケースもあった。 

 

なお、広報に関しては、山口県のホームページ、テレビ（報道、テレビスポット、データ放

送）、ラジオ、新聞（報道）、自治体広報誌、商業施設での店内放送又は地域情報誌等への掲載

を実施し、多様な手段で空き家問題の啓発や相談窓口の紹介を行った。 

 

 

図１５ 相談窓口を知った方法（県内） 

図１６ 相談窓口を知った方法（県外） 
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５）空き家等の診断、調査体制の整備 

 ①調査マニュアルの作成 

昨年度事業において実態把握調査に並行し、外観部の調査について検証を行い、調査マニュ

アル（案）を取り纏めている。今年度は内部に立入り、現地調査を実施し、昨年度マニュアル

（案）の再検証と内容の追加を行い、調査マニュアルを作成した。 

調査は、空き家相談体制の一環として行い、現地で空き家の状態を簡易に確認しながら、所

有者の意向を踏まえつつ、利活用や維持管理・解体などの空き家への対処を選択するための判

断材料となるよう、中立的な立場でアドバイスを行うことが目的である。 

 

現地相談に対応する調査マニュアルの概要は以下のとおり。 

 

●調査マニュアル 目次 

 

１．空き家調査の目的と体制 

（１）空き家調査の目的 ························ 1 

（２）調査の内容 ··························· 2 

（３）実施体制 ···························· 3 

 

２-１．空き家現地相談 

（１）事業のしくみ ·························· 4 

（２）事業全体の流れ ························· 5 

（３）窓口受付業務の手順 ······················· 8 

 

２-２．空き家現地相談の実施 

（１）空き家現地相談の手順 ····················· 11 

（２）留意事項 ··························· 12 

（３）調査・確認項目 ························ 13 

 

２-３．アドバイスのポイント 

（１）空き家問題とは ························ 14 

（２）アドバイスのポイント ····················· 15 

（３）現地相談報告書の記載例 ···················· 19 

 

２-４．現地相談報告書の作成 ······················ 26 

 

２-５．Ｑ＆Ａ ····························· 27 

 

参考資料-１．空き家関連法令 ··················· 資料編- 1 

参考資料-２．空き家相談窓口の想定質疑応答集 ·········· 資料編- ７ 

参考資料-３．目視調査のポイント ················ 資料編-17 

参考資料-４．アドバイスのポイント（リフォーム関連） ······ 資料編-59 
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マニュアルの有効性を確認するため、試行で現地調査を実施し、現地相談報告書や調査票の

案に基づき、現地で実際の所有者へヒアリングを実施し、所要時間の確認や改善点等を抽出し、

調査マニュアルに反映した。 

現地調査時間は、相談内容の確認・目視調査の概要説明に約 10分、目視調査に約 60分、点

検・維持管理・利活用の可能性等のアドバイスに約 20 分程度、合計 90分程度で対応可能と判

断され、今後の目安とすることとした。 

なお、危険度の判定は、各法律等を根拠に自治体において適切に行われるべきであり、建物

の評価を行う調査や検査は、業として行うべきものであると考え、本調査マニュアルの対象と

しなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真６ 外部調査風景 写真７ 内部調査風景 

図１７ 現地相談報告書 
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図１８ 外部調査票 
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図１９ 内部調査票 

21 



３．事後評価 

１）相談業務に必要となる基礎情報調査 

  適正に執行された。 

２）相談員の研修育成 

本事業に携わった検討委員を相談員としたため、十分な見識を深めることができた。 

市町への情報提供については県が実施したため、円滑であった。 

３）空き家等の所有者への情報提供に資する資料等の作成 

パンフレットについては、一部市町から自治会等に直接配布するために増刷の要望が届いてお

り、今後も啓発活動の一翼が担えると期待される。 

４）相談事業の実施 

空き家所有者本人及びその家族等からの相談件数は目標 60件に対し 42件、空き家利用希望者

からの相談件数は 60件に対し 6件であった。全体件数として、当初目標の半数程度となったが、

空き家利用者の相談件数が想定より少ないことが要因と考えられ、これは相談窓口において、物

件の斡旋を行っていないことが原因と考えられる。 

  ５）空き家等の診断、調査体制の整備 

調査マニュアルについては来年度以降の運用を目指しており、現地相談という位置付けで、よ

り充実した相談体制の確立を目指すこととしている。 

 

４．今後の課題 

相談内容については、相続や成年後見人制度に関すること等、親族間での諸問題に関する相談も多

くよせられた。また、手を尽くしたが活用等が困難であるケースについては、すでに解決策がなく、

相談対応に苦慮するケースが多い。複雑なケースについては、相談・対応事例を蓄積しながら、マニ

ュアルの随時充実を図っていく必要があり、定期的な相談員の研修も必要である。 

また、広報については県の施策とあわせ、多様な広報活動を行うことができた。県内在住者はテレ

ビ新聞報道から相談窓口を認知しているが、継続的に取り上げられることは非常に難しく、効果的な

広報活動は大きな課題である。 

 

５．今後の展開 

  山口県を中心に県内各市町が連携しながら空き家対策に臨むこととなる。 
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